
－ 4J－  

財務諸表監査における内部統制  

組織の本質   

一証拠理論と職能理論による解明－ 

はじめに 

米国の監査実施基準の2は，「内部統制組織紅対する依存の奉礎として，かつ  

ま長監査手続を制約する試査の範囲の決定の基礎としで，企業に存在する内部  

し1＼ 統制組織の適当な研究と評価を行なわねばならない．」としているp こ．のことば  
に．も示されているように，いわゆる内部統制組織の瞼閲ほ監査の実施に．おいて  

中心問題としての位置を占めることは明らかであるが、内部統制組織自体の意  
（2）  

義が重大な問題として残されていることはいうまでもないが，何放に溜虫立監査  

人は財務諸表監査において企業の内部統制細織に依存する羊・とができるのか，  

かつまた，何故に．企業の内部統制組織が整備されている程度に．よって試査の地  

図が決められるのかということなどに．ついて，いままでに．理論的説明が十分に  

行なわれて言いたと鱒いえない。これに対して－，本稿は，若干のアプローチを行  

なうものである。  

Ⅰ解明の2つの方向  

この問題に．関して従来から行なわれていた説明ほ，2つのタイプに分けるこ  

とができる。第1のタイプでは，現代のような大規模化した企業においそ精査  

によって監査を行なうことほ，費用があまりにかかりすぎてその実施が不可能  

（l）AmericanInstitute o董Accountants，General1y Accepted Auditing Standards，  
1954，p．13．  

（2j 内部統制組織の忠義紅ついて闇，別稿において，ぺノレべ・ヒ・－・トンの所説を中心にし   

て論究した。拙稿「会封監査とコントロー・ル」『香川大学経済学部年報（2）』1962”   
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な場合が多くなってきているので，内部統制組織に．依存し，かつ試査に・よって  

監査を行なわねほならないと説明される。第2のタイプでは，内部統制組織は  

独立監査人が以前に．行なっていた職能を行なって：いるので，独立監査人はその  

部分について内部統制組織に．依存し，試査で監査すれほよいと説明される。勿  

論，これら2つの説明ほ相互に関連し・こいるのであるが，区別して説明する方  

が，論点がより明確になるであろう。ここでは，第1のタイプを監挙証拠に蛋  

点をおく考え方とし，第2のタイプを監査職能に電点をおく考え方とする。  

1 証拠論的思考  

1954年の米国監査基準は，つぎのように．説明している。  

「独立監査人は，監査の範囲の決定払おいて，また，株主および債権者の利  

益から考えて，ある特定方向の監査ゐ拡張に．要する時間と費用とが果して正当  

であるか否かを決定する場合に．は，その最善の判断を行使しなければならな  

い。監査人の適正な監査手続の選択およびとのような監査手続を制約する試査  

の範囲の決定は，監査人の被監査会社の内部統制に対する信頼度に・よって影響  

される。したがって，依存することができると監査人が考える程度を決定する  

ために．，内部統制組織を検問することは，独立監査人の鹿野である。あらゆる  

場合の不誠実悼またほ不正の摘発を行なうために・ほ．，独立監査人ほ，すべての  

取引を精細に検査、しなければならないであろう。このことは，多くの企業に禁  

止的費用を要する。すなわち，その費用ほ，それから合理的に．期待できる利益  

または保全の限度をこえ．るものであり，かつ企業に．不当な負担を課すものであ  

る。   

サンプ．リングおよび舐査の範囲は，試査，検討および質問の結果から確かめ  

られた内部統制の有効性軋ついての独立監査人の判断紅基づいて決められると  

いうことは，繰り返すべきである。この点に・関する独立監査人の結論によっ  
（3）  

て，精細な監査の程匠を拡張したり，締少したりす－るのである。．」  

（3）AmericanInstitute of Accountants，Op・Cit．，pp”31～2   
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ここでAICPAほ，財務諸表監査において証拠を蒐集する行為が合理的であ  

ることを要求し，したがって経済性の原則に．したがうことを基本的立場として  

いることがうかがえる。このような見解ほ，わが国の「監査基準」に・うけつが  

れ，簡明につぎのように．のべられている。   

「監査人は，監査の効果と犠牲とを比較評星するとともに．，内部統制粗放の  

信頼性の程度を判定して，監査手続適用の範囲，方法および日数を合理的鱒・決  

定しなければならない。」   

現代の企業について行なわれる財務諸表監査は，経済的合理性の枠内で行な  

われるものであって，経済性を無視してまで遂行され，どこまでも兵実の究明  

あるいは．確証を行なおとする検察的調査または学問的研究ではない。とく紅，  

米国の会計士監査ほ，そ・の生成の当初に．おいて，法的な支持をもたないまま  

に．，会釘士自身が1その業務の効能を説いて，依頼人を開拓して行かねばならな  

かったという歴史的事情のために，非常に早くから，監査の効果と犠牲との比  

較という経済的配慮が必要と考えられたので，費用のかかる精細な方法から，  

費用のより少ない簡略的な方法への移行に会計士の努力が向けられたのは，ま  
（4）  

ったく自然の傾向であったと思われる。このことに関連して，英国式の会計士  

監査が英国より米国に伝えられ，今世紀の初頭頃から，会計士監査が米国独自  

の形に移りつつあった1っの要素として－，英国式の精細な児合から，試査やサ  

ンプリ▲ングや勘定分析の採用による監査手続の簡略化に．移ったことを，モイヤ  

（5） －もまた指摘している。このような監査行為の経済的合理性を壷祝する考え方  
は，その後の米国経済の発展に．伴なう立証方法としての会計士監査が支持され  

るようになってきた場合に．おいても依然として継続されたであろうと考えられ  

る。また，現在のように法律に．よって一会封士監査が強制されるように．なった場  

合に・おいても，依顆人が自由に監査人を選んで契約するという制度碇・与って，  

依頼人が監査の効果と犠牲とが均衡するような監査行為を要求することができ   

値）米国における初期の会計士監査に．つい てほつぎの拙稿を参照されたい。「米国におけ   

る監査報告苔の発展（1）」『香川大学経済論叢封第33巻第2号。  
（5〕C．A．Moyer，“EaIly工）eve10p皿entSin American Auditing”，The Accounting   

Review，Jan．1951．   
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つぎに，このような議論は，財務諸表監査におけるすべてこの取引の精査が禁   

止的な費用を要求す－るはどの，大規模な企業を前提に．しているということがい   

える。したがって，もしも精査に．よる監査が可能な小規模の企尭の場合には，  

精査に．よって監査を行なっても差しつかえない。ただし，この場合でも，経済   

性の原則を考慮することが必要であるのは．いうまでもない。これについてほ，  

1954年の米国監査基準が，「もしも完全児合（complete check）が余分の努力  

（8）  とか費用をあまり要しない場合に．は．，、試査はそ・の妥当性を失なう．」とのべてい   
るとおりである。  

ここでは．，試査が企業の大規模化に伴なって問題に．なってきたこ．と紅注意し   

たい。というのほ．，内部統制線描湛．関連して試査がとりあげられるのが通常で   

あるが，試査と内部統制組織とは，ともに企業の大規模化に．関連して問題とな   

ってきたものであるので，両者は企業の大規模化を通じて関連づけられるべき   

であるからである。すなわち，内部統制組織は企業の経営管理組織の成長およ   

び複雑化によって，直接的管理が困難に．なるに・つれて，経営組織の内部へ各種  

の統制手段が組み込計れるように．なり，さらに分権化組織の採用によって－より  

高度の統制手段が組織化されるととに．よって形成されたゐである。こめよう  

1に，内部統制組織は，企業の大規模化によっ七生じた経営管理の問題の解決の  

手段であるに対して，監査に串ける試査の採用は，企業の大規模化紅よっで生   

じた監査の問題の解決方法であるので，両者は，企業の大規模化という問題を   

通じて，関連をもってくるのである。   

さらに，このような議論は，監査費用の増大の配慮と内部統制組織紅対する  

基本的責任が経営者にあるという考え方と結びつけられて，内部統制組織の整  

備は監査の受入体制として必要であるという考え方となってあらわれる。1963   

年のAICPAの「監査基準および手続」では，これまでの主張をうけつぃで，   

つ／ぎのように．のべている。  

（6）AmericanInstitute of Accountants，OpL・Citl・，p・35．   
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「経営者ほ，十分な内部統制親織を立案し，設定し，監降する責任をもって  

いる。どのような組織でも，それが基本的紅健全なものであっ七も，定期的に 

検討しなければ欠陥を生ずるおそれがあ亭。内部統制組織は，第1に・，定めら  

れた政策が適正に解釈され，実施されていること，欝2に．，営業の諸条件の変  

化が手続を面倒なもの，陳腐なもの，あるいは不十分なもめに．していないこ  

と，第3に，有効な訂正手段が，組織牲欠陥があらわれたとき紅は迅速にとら  

れていることなどを確かめるために．，継続的に．監督しなけれぼならない。内部  

監査ほ，定められた手続の有効性および遵守の禍査の手頃を与えるので，内部  

（7） 統制組織の強力な要素である。．」   

このような考え方は，わが国の旧監査基準の前文により明確な表現になって  

いる。すなわち，「監査を実施するに．ほ，監査を依激する側に．おいて，あらか  

じめその受入体制が整備されていなければならない。即ち整然たる会計組織を  

構えて正確な会計記録を作成するとともに，内部牽制親戚を設けて不正過失の  

発見防止につとめ；′又規模の大きな企業においては，内部監査組織により自ら  

経常的に監査を行って会封記録の信頼性を確保すること等がこれである。企尭  

に内部統制組織の用意がなく，たとえ．あっても不完全な場合にほ，勢い監査人ほ  

個々の取引記録について精査を行なわざるを得ないのである。その結果，監査  

の実施に．多大の時日と多額の贋用とを要し，企業は到底その負担に堪えられな  

いこ．ととなろう。・それ故，適当な 

て：1監査人ほこれを信頼して，試査をなすた．とどめ，精査を行わないのが普通  

である。本来監査が強制されると否とに拘らず，適切に・して有効な内部統制組  

織を整備運営し・こ，取引を正確に眉己録するとともに財産の保全を図るととは，  

外部の利害関係人に．対する経営者の義務である。＿J   

以上のような議論を要約すれば，第1に，内部統制組織に．依存する試査の監  

査思考は，企業の大規模化から生ずる監査の側の問題と，経営管理の側の問題  

の両方に起因するといえる。第2紅，上記のような状況の下では，財務諸表監  

（7）AmericanInstituteofCertifiedPublicAccountants，Auditing Standardsand   
Procedure＄，1962，p．31．   
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査に＝おいて会計士は，企業が内部統制組織を備え．ていることを前提とするとい  

う考え方が一－・般的になる。したがって，第3に．，会計士監査としての財務諸表  

慌査は，伝統的に，かつまた契約監査（依頼人が監査人を自由に選択して契約  

する監査）の性質の故に，監査行為について経済的合理性を要求される結果と  

して，内部統制組織に．依存する試査を原則としなけれはならない。このような  

議論においてこは，より理論的な根拠が必要である。すなわち，財務諸表監査が  

意図する財務諸表の表示の準正性に・対する専門的意見の表明が，企業の内部統  

制組織の信頼度紅依存する試査に．よってえられる合理的証拠に．よって二可能であ  

ることを論証しなけれはならない。そこで，内部統制組織に関する証拠理論が  

展開されねほならないのである。   

2 職能論的思考   

これまで説明して－きたような証拠論的思考に対して：，こんどは職能論的思考  

を説明しよう。職能論的なアブロ－チに．おいでほ，内部統制組織の職能と会計  

士監査の職能とを考察し，これらの職能の問紅みられる共通の職能をみいだ  

し，一方の職能が，他方の職能に．，共通の職能について∴依存するという関係を  

導くものである。こ．のようなアブロ・－サは，会討士監査の職能の歴史的な推移  

または変化を説明する場合紅，とられることが多い。た′とえは，スデットラ・一  

時，つぎのように．めべている。   

「成功的な経営活動に・必要な記録作成業務の増大は，監査巣務の発展の最初  

の刺戟であった。経営者ほ．，会計係の業務が正確であり，かつ信頼しうる経営  

の資料を提供しつつあることを保証するために，監査がのぞましいものである  

ことを理解するよう紅なった。これに．加えて，経営者ほ，現金が適正に会計さ  

れているという保証を必要とした。というのほ，現金の処理は，通常はある従  

弟邑→それほ属々会計係であるT・に催されているからである。この結果と  

して，監査はこ蚕紅重要であった。このように．，監査は，主として経営の内部  

の問題に利用された。   

しかしながら，企業が成長する匿つれて：，増大する取引の椅紳な監査は， そ   
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れ軋比例して：監査業務軋対する報酬の額を増大せしめた。経営者ほ，費用が増  

大しつつある期末の外部監査にかわるより経費の安い方法を放していた。それ  

は，むしろ，よりよく事業家の必要をみたす代替的方法であったかもしれな  

い。・そこ．で発展した解決方法ほ，会討，現金および全体としての経営活動に・対  

するのぞましい統制を行なう内部的手段の発展であった。これらの内部的統制  
（8）  

手段は，今日では内部牽制および内部監査として：しられてこいる。」   

かれの説明に．おいても，やほり，企業の規模の拡大がその間題の起因であろ  

ことを認め，精細な監査手続の費用の増大を問題としながらも，さきにのべた  

アブロ・－チとほ若干の異なる方向のものであることが看取できるのである。す  

なわち，さきのアプロ－デでは，会討士監査自体における精細な監査手続の簡  

略化として試査が考えられ，・その試査を行なう手段として内部統制組織軋対す  

る依存が説明されたのである。とこ・ろがこんどのアブロ－チにおいては，会計  

士監査において行なわれていた記帳事務の正確性あるいほ現金処理業務の適正  

性の監査，いわゆる不正および誤謬の摘発監査紅必要な精細な業務が内部統制  

租縛匿．委譲されたものと説明するのである。   

また，このような一声え方は，モソトゴメリイが，貸借対照表監査を提唱し  

て，会計士監査の目的が，不正および誤謬の摘発より，企業の財政状態および  

収益状態の確認に．移行したことを明らかに・した際に，とった態度と共通するも  

（9） のである。すなわち，不正および誤謬の摘発のために・，企業紅ほ内部牽制組織  
が備えつけられるように．なってきていることを考えれば，会計士がそのような  

企業を監査する場合にほ，会計士が従来通りに不正および誤謬の摘発のための  

業務を行なうのほ無意味であり，したがって貸借対照表の表示の監査にその目  

的を移行させるというのである。   

このよ・うな監査の職能鱒蚕点をおく論理に・おいては，議論をより厳密に・おし  

すすめるために，監査職能の全体的な理解，およびそれに・基づく監査職能の委  

譲あるいは分担関係を解明していくことが必要であろう9  

（8）H．Stettler，AuditingPIinciles，P33・  
（9）R．Montgomery，Auditing，TheoryandPIaCtic¢t   
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ⅠⅠ証拠理論における内部統制論の展開  

棺査行為庭．，経済的合理性が要求されるように．なった結果，精細な監査手続  

の簡略化を行なうために．，内部統制組織に依存して試査で行なうことを原則と  

するように．なったのであるが，それでほ，内部統制組織を検閲してその信頼度  

を確かめ，それに．よって試査の程度を決定することによって，監査人が財務諸  

表の表示の適正性紅対する専門的意見を表明するに十分な合理的な証拠がえら  

れるかということについて：，より厳密に／論究しなければならない。  

1 証拠の分類   

－・般に．，内部統制組織服，監査の実施に．重大な影響を与え．る要素として認識  

されでいるが，論者の間には，内部統制組織を監査証拠の1つの種類としてあ  

げているものと，そうでないものとがある。ここで，レイが，多くの論者の監  
（10）  

査証拠の分類をあげて：いるので，これを利用して二説明しよう。   

かれは，まず監査証拠の存在形態を強調する分類をあげているが，その欝1  

はつぎのようなニニ．ユ．・－マンの分類である。  

（1）会計記録  

（2）第1次的文書証拠（売上送状，仕入送状，複写予金伝票）  

（3）証憑的文書証拠（売上注文書，仕入注文書，顧客の送金通知書）  

（4）外部証拠（立会および質問を含む）  

（5）精算表（銀行勘定調整表）  

（6）会社の政策および慣行  

（7）諸勘定の関連（売上と受取勘定，投資と収益等）  

（8）全体的評価および営業比率  

（9）依頼人の文書による表明   

上の分類では，内部統制組織は1つの証拠の種類としてあげられてこいない。  

（10J．C．．Ray，…Classificationof Audit Evidence＝，TheJournalof AccountanCy， 
MaI・Cb1964，pp42～47．   
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しいていえば，（6）の会社の政策および慣行という証拠を，内部統制組織の1つ  

の要素であるとすれば，そこに部分的紅含まれているということができる。し 

かし，・どちらかといえば，かれは内部統制組織を1つの証拠として考えようと  

しているよりは，むしろ，会計処理の適否の判断の基礎として使用しようと考  

えて∨、るのである。  
く12）   

つぎ紅，ぺルべ・ヒ・－・トンの分類ほつぎのようである。  

（1）個別的経営体制：工程，取引，計画，組織，政策，責任。  

（2）個別的会計体制（システム）：職員，方式，計画，組織，政策，会計責任  

（3）会社の記録および文書：元帳，送状，議事録，通信文，質鹿に対する解  

答書，報告書。  

（4）立会および実査に．よって確かめられた物理的－・致‥資産およびその出  

入，組織，保管，方式および統制。  

（5）外部者の記録および文書：関係記録，質問に対する解答雷，配当のよぅ  

な公表された記録，抵当のような公的記録。  

（6）残高または増減の独立的計算：税金，減価偵却，前払，特別計算，見積  

による統制。   

レイは，この分類に．おける内部統制組織に．ついて二つぎのようにのべている。   

「重要な点ほ，内部統制細織を証拠の種類として：含めて．いることである。内  

部統制組織碓，そ・れ自身証拠であるばかりでなく，また多くの他の種類の信頼  

性を増す。（1）ほ広い意味の内部統制組織を示すが，（2）はより廼接的な会計統制  

を意味する。また，内部統制組織の観察は，物理的証拠として（4）に含まれて   
（13）  

いる。」   

つぎに．，レイは，証拠の信親睦を強調する分類のグループをあげて：いるが，  
（13）  

その第1は，つぎのマクツおよびジャラフの分類である。  

’■■叫■ ／  

（1i）Ibid．，p．43．B Newman，Auditing，pp。10～12 
u辺J．C…Ray，OP．Cit．，p．A3r S．W，Pelo11bet and H．Heaton，Integrated Auditing，   
p．39．  

（13）J．CいRay，Op…Cit．，pp小43～44．R．K，Mautz and H巾A”Sharaf，The Philosophy oi   
Auditing，p．68 
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（1）勘定に表示されたもの町灯す′る監査人の実査。  

（2）独立の第三者による陳述。  

イ 文書。  

ロ 口頭。  

（3）権威ある文書。  

イ 被監査企業の外部で作成されたもの。  

ロ 被監査企業の内部で作成されたもの。  

（4）被監査企業の役員および従業員の陳述云  

イ 正式のもの。  

ロ 非公式のもの。  

（5）監査人が行なった計算。  

（6）満足的な内部統制手続。  

（7）被監査企業およびその他のものの事後的行動。  

（8）重大な不正を示さない補助的またほ精細な記録。  

（9）他の資料との相互関連。   

マクツ・ジャラフは，内部統制組織に二ついての証拠ほ，合理主義および経  

験主義の適用によってえ．られるとす・る。すなわち，合理主義の適用に．よって，  
（14）  

内部統制組織の存在から不正が発生しないであ 

た，監李人ほ，内部統制組織を検閲して，記載されたものからそ・れが良好な組  

織であるこ．と」を推論するが，監査人がそれに．依存するまえに．，記載されたとお  

らに廣際に．行なわれているかどうかを，多くの取引または事項を検査する。こ  

こ紅，論理的結論が特別の経験的な証拠によって補完され，最初の結論が立証  

し1い されたり，あるいは否定されたりする。  
（16）   

さらに．，スチットラーの分類では，つぎのよう紅なっている。  

（1）基本的証拠（元帳および仕訳帳）  

仏側Ibid．，p。94．  

耶トⅠ厨d．，p．95 

（16）JC．Ray，Op”Cit，p．44．H．F，Stettler，Auditing Principles，Pp・10］，～108・   
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（2）補助的証拠  

イ 物理的証拠  

口 文書的拠証  

i外部作成文書  

a 監査人に盾接に送付されたもの  

b 依頼人が所持するもの   

ii依頗人の組織内部で最初作成されたもの  

a 会社の外部を経由したもの  

b 会社の内部のみを経由したもの  

（3）口頭の情報および文書の証明書  

（4）状況的証拠（内部統制組織，資料の一骨牲等）   

かれの分類ではi内部統制組織確，状況的証拠の1つとして－，最後に．あげら  

れていることが注意される。すなわち，スチットラ一に．おいては，立証される  

べき命題とは最も結びつきが薄い性質のものとして考えられ，内部統制組織の  

証拠としての性質を，状況という間接的性格のものとして理解しようとしてい  

るのに他ならない。  
（17）   

最後に．，レイ自身が提案する証拠の分類はつぎのよう紅なってごいる。  

（1）内部統制組織  

（2）会計記録  

イ 総勘定元帳  

口 補助元帳  

ハ 仕訳帳  

（3）物理的項目  

（4）文書  

イ 第三者から監査人に渡るもの  

i 監査人の意志によるもの  

n7）J．C．Ray，Op．Cit．，P．45．   
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a 監査人が作成したもの  

b 監査人が変更したもの  

ii自動的紅利用でさ－るもの  

ロ 依頼人から第三者に．，さらに．監査人に渡るもの  

ハ 依頼人から第三者に，依頼人に，さらに．監査人に渡るもの  

こ 第三者から依頼人に．，さら紅監査人に．渡るもの  

ホ 依頼人から監査人に．渡るもの  

（5）監査人による算術的計算  

イ 独立的計算  

口 依願人の計算の立証  

ハ 比較  

（6）依頼人の陳述  

イ 文書  

口 口頭   

レイほ，かれの自己の分類における内部統制組織に．ついて，つぎのように説  

明している。   

「■監査の順序に．関しては，内部統制組織は，確かに．第⊥・次の種類の証拠とし  

て記載されなければならない。何故ならば，他の種類の証拠に必要な監査の分  
（18）  

患および深さ紅影智するからである。」また，「内部統制組織によって提出され  

た証拠は，非常に広範かつ櫨経である。しかしながら，そ・の相対的信頼性の評  

価ほ，種々の監査技術鵬会計記録および文書の検討，観察および質問－を  
（19）  

含まねばならないことに注意しなければならない」ともしている。   

ここでのべられた説明において，内部統制組織の証拠としての性格紅つい  

て，監査では最初に．おかれるべき種類のものであること，それほ他の種類の乱  

拠に重大な影響を与えるものであるこ．と，さら紅，それは種々の監査技術匿よ  

って集められた複雑な内容をもつものであることなどの指摘は重要であろう◇  

㈹Ibid．，p45  

㈹Ibid，   
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このように．，証拠紅関する議論のなかから，証拠理論における内部統制組織  

の位置づけが，なかなか困難な簡題を含んでいることがうかがえるのである。  

これらのことを手掛りにしながら，議論を進めて行くことに．しよう。   

2 監査行為の過程と内部統制組織の換閲   

（1）正規の監査手続における内部統制組織の換閲   

わが国の監査実施準則は，正規の監査手続の体系を，－・般的事項の監査手  

続，取引事項の監査手続，勘定残高の監査手続，決算ね仮の監査手続に分けで  

規定しているが，これは監査行為の過程の順序にしたがったものとみることが  

できる。このような正規の監査手続紅おいて，内部統制組織の検閲がどのよう  

に・放置づけられているかをみて行くこ．′とにする。   

まず，一般的事項の監査手続に．おいては，つぎのようにのべられている。   

「監査人ほ，会計記録の監査を行うに．先だって，企業の会計制度の整備状況  

及びこれ私闘係のある重要な事項につき検査しなければならない。特に内部統  

制組織の信頼性を確かめるため，その実施規程を検閲して組織の大要を理解す  

るばかりでなく，担当者に倒して直接に．説明を求め，又ほ監査人自ら会計記録  

軋ついて試査を行い，この舶繊が実際上有効に．運用されている程度を調査する  

必要がある。」   

つぎに，取引記帳の監査手続でほ，つぎのように．のべられている。   

「取引記帳の監査を行うノべき勘定並びに取引記帳の昭囲は，会社の内部統制  

組織の信頼性その他を勘案して，監査人自ら決定しなけれほならない。すなわ  

ら，信頼しうる会計記録が作成され，あるいほ内部監査によって取引記帳の監  

査が行われている場合に．は，監査人は取引記帳の－・部分を試査することによっ  

て内部統制組織の有効性を確かめるか，若しくは内部統制組織の充分でない部  

分のみを監査するにとど 

さらに，勘定残高の監査手続に應いては．，つぎのような文章が含められて－い  

る。  

「なお，多数の事業場を有する会社の内部統制組織が完備しているときに 
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は，・一一部の事業場紅ついて次紅掲げる手続を実施する拓ことどめ，他の事業場に  

ついて，その他の適当な手続を実施することができる。．」   

最後の決算記帳の監査手続において：は，内部統制組織湛．ついてこは何もふれら  

れていない。このような監査実施基準の規定のしかたに．注目して1決算記帳の  

監査手続においては，内部統制組織への依存が許されてこいないこ．とを示すもの  

と解するこ．ともできるであろう。しかし，私見においては，監査実施基準におけ  

る内密統制組織へ・の言及は，その垂大な局面について：のみ行なわれているので  

あって，このことは，勘定残高の監査手続に．おいては，「なお，多数の・…」  

とのべられているように：，1つの事例として表現されていることによっても示 

されており，決算記帳の監査手続において：内部統制鵜織に．言及されてごいないと 

とをもって，決算記帳の監査手続における内部統制組織への依存が全面的に．禁  

止されたとみるよりも，実施基準で言及するはどの重大な局面が，決算記帳の  

監査手続に．おいてこほみあたらないがためであると解した方が適当であると考え  

る。   

（2）予備的調査としての内部統制組織の検閲   

－・般的事項の監査手続に．おいてのべられて言いた内部統制組織の検閲は，会計  

記録の監査に．さきだって行なわれる予備的調査に．はかならない。そこ．で，この  

ように．会計記録の監査に対して予備的調査の性格をもつものが，財務諸表の表  

示の適正性に対する意見表明に．結び？く，監査証拠とよぶことができるものを  

うることができるかという疑問が生じる。   

監査証拠に．ついて，スデットラーは，「もしも，監査人が勘定残高が財務諸  

表紅蓮應■．に表示されていることを確かめようとするならば，財務諸表を会社の  

財政状態および経営成繚に．ついての基礎的’証拠紅結びつける連鎖を作らねばな  

（20） らない。このような連鎖の作成が監査実施の目的である」といっているムそれ  
故に，内部統制組織の検閲が予備的調査であるとすれば，財務諸表の表示の適  

正性紅ついての意見に．結びつく証拠の連鎖を形成するもゐになりうるものとい 

伽）HStettler，Pp．Cit”p55 
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いうるかどうかは疑問であり，むしろ証拠の連鎖の作成に影響を与える要素，  

すなわも証拠の蒐集および評価に影響する要翠とした方が適当ではないかとい  

う見方がでてくるであろう。   

しかし，逆に．，内部統制組織の信頼度は証拠であるということも，なお可能  

であろう。なるはど，それは，財務諸表の表示の適正性に．つながる証拠の連鎖  

の主な連鎖を形成し，あるいほ個別的な連鎖の結合の形態をみることは困難で  

あるかもしれない。しかし，・予備的調査における内部統制鵜織の検閲に．よって  

えられたその信頼度ほ，他の証拠杜絶合的に結合し七，連鎖の形成に参加し  

て，財務諸表の表示の適正性に・対する意見を支持するものということができ  

る0たしかに・，通常甲証拠とは性質を異に・し，証拠の連鎖に．対して特殊の結合  

を行なうものであることは認めなければならないであろう。さすればこそ，ス  

デットラ・－は，このような特殊の結合形態を考慮して，内部統制組織を状況的  

証拠として分類したものと考えることができる。   

（3）内部統制組織の検閲業務の分離あるいは結合   

内部統制組織の換開業務ほ，予備的監査業務として，その後に．行なわれる監  

査手続の選択および適用に大きな影響を与えるので，監査楽務のプロセスでは  

会討記録の監査の前紅行なわれるのが通常の順序である。これが通常の論理的  
（21）  

（22）  

順序であるといわれ，また最初の種類の証拠であるとされるのも，こ．れがため  

であろ′う。それ故に・また，内部統制組織の検閲に．よってえられた証拠であるそ 

の信頼度によって，鬼集され，かつ評価された証拠を，全体として意見の基礎  

となるように結合して，意見の連鎖を形成せしめるように．機能す・る。もしも，  

このようなはたらきをもつ証拠が存在しなければ，試査によって蒐集され，か  

つ評価された証拠は，財務諸表の表示の適正性に対する意見を，支持する連鎖  

とはならないであろう。また，逆に．，内部統制組織は他の証拠軋対してこのよ  

うな結合的疫割を果すことに．よって，財務諸表の表示の適正性の立証に参加  

し，監査証拠と．してこの地位を燕得することができるといえる。   

提1）Ibid，，p43．  

（22）J．C．Ray，Op．Cit，，p45．   
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このように．考え．てくると，内部統制組織の換閲ほ，一つの別個の業務として 

実施されるように．思われるが，必らずしもそうでほない。ここに．内部統制組職  

が，証拠とし■て二複雑な性質を含む原閑があるといえる。すなわち，AICPAの  

1968年の「監査基準および手続．」が拇摘するように．，「内部統制親戚が計画通  

りに磯能していることの確証は，選択された監査手続が適用されるにしたがっ  

てえられるに・違いない」ので，「可能なところでは．，独立監査人の内部統制組  

織の検閲は，おそらく期中に．，監査の1っの別個の部分として，依頼人の組織  

の有効性を評価するため把・特別に・とられた監蛮手続を適用することに・よって行  

なわれるかもしれない。これが不可能な場合にほ，監査計画の他の部分と姑合  
（23）  

して行なわれるのが普通である。」   

内部統制舶織の検閲と監査手続とが同時に行なわれる場合には，監査手続の  

実施のみが念頭におかれて，内部統制組織の検閲のことが忘れられて，内部統  

制組織の信頼度に．よって試査の範囲が決定される関係が不明瞭になってしまう 

おそれがある。そこで，スタットヲ・－・の指摘のように．1このように．2つの業務  

を同時に．行なう場合には，監査業務の進行に．おける適当な箇所で，監査手続の  

適用の範囲を決定するために・，内部統制組織に・対する所見をまとめるように注  
し：・l一  

意することが必要であろう。   

2つの業務を分離して，内部統制組織の検討を特別正月的とする適当な監査  

手続をとって，別個の業務として行なった場合紅は，それほ．証拠として明確な  

臆露をもつ。すなわち，内部統制組織の信頼度を判定す・るノことに．よって，試査  

の範囲が決定せられるので，まえにのべたように．内部統制鵜織ほ．，監査証拠と 

してほ，他の証拠を結合させて財務諸表の表示の適正性に．対する意見を支持す 

る証拠の連鎖を形成させる結合扱能をもつ，間接的性質の証拠であるという関  

係がしられる。  

ところが，財務諸表監査の監査計画紅おいて，他の監査業務と結合しで，内  

部統制組織の検閲が行なわれる場合紅は，監査証拠としての位置は蝮雉なもの  

（23）AznericanInstitl止e of Certified Pnblic Accountants，Op√√Cit，，p・33 

EL24）H．Stettler，Op．Cit．，p．43   
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に．なる。すなわち，そこ払おける証拠は．，ニ重の役割をもち，かつ反覆的把は  

たらくからである。ここに．いう二重の役割とは，そこでえられる証拠のあるも  

のは，内部統制組織の信頼性の証拠であると同時に，財務諸表の表示の適正性  

に直接的に連鎖する証拠でもあることをいう。．欝2紅，反覆的と表現したの  

ほ，そこでえられた証拠ほ， まず最初に．，内部統制組繊の信頼度を評価するた  

めに．はたらき，つぎにそ・の結果えられた信漑度によって．，同じ証拠のあるもの  

を財務諸表の表示の適正性への証拠の連鎖に結合させるという，循環的なはた  

らきをすることをいう。すなわち‡証拠 」 内部統制組織の信親皮・－証拠  

一財務諸表の表示の適正性という，ニ重かつ反覆的な循環関係を描く証拠で  

あり，このような循環関係によって，より合理的な証拠の蒐集および評価活動  

ができるのである。   

8 複合的証拠としての内部統制組織   

内部統制組織を，証拠の1つの種類として．あげなかった論者は，その証拠と  

してのはたらきが間接的であるこ．とを論拠の1っに．していると思われるが，さ  

らに．そのはか紅，その証拠の内容が，単一・の性格のものによって∴構成されず，  

複数の性格のものによって構成されることも，その原因の1つに．なっているよ  

うに思われる。   

レイほ，内部統制組織の信頼性の検閲は，種々の監査手続⊥会計記録およ  

び文書の検査，観察および質問…－を含むとして，その証拠としての内容が復  
（25）  

経であることを指摘している。また，わが国の正規の監査手続も，内部統制組  

織の信頬性を確かめるために，実施規程の検閲，担当者に・対する質問，会計記  

録についてこの試査が必要であるとしている。   

これは，内部統制組織が復姓な要素によって∴構成されて．いるがためである。  

AICPAの「’監査基準および手続は，満足的な内部統制組織の特徴は，つぎの  
（26）  

諸要素を含むものとしている。   

投句，，CRay，Op．Cit，，P．45  
（26）AmericanInstitute of Certified public Accountants，Oph Cit”pp…28～29 
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a 機能的責任の通草な分割を規定する租織計画   

b 資産，負債，収益および費用に対する合理的会計統制を行なうに充分な  

承認および記録手続の組織   

C 夫々の組織部門の職務および職能の遂行においてとられる健全な慣行   

d 責任に．相応する資賀の職員   

もちろん，AICPAほ，財務諸表監査に．おいて，独立の監査人が，これらの  

内部統制組織のすべてこの諸要素を検閲することを要求するものでほなく，内部  

統制組織を，会計的統制と管理的統制とに．分割し，独立の監査人ほ．，主として  

会討的統制をとり扱うものであるとし，つぎのように．のべている。  

「会計的統制は，劇般的に．，財務記録の信頼性に．、直接的かつ重要な関慮を  

もつので，監査人はこれを評価しなければならない。管理的統制は、通常は，  

財務的記録把間接的把．のみ関連するので，評価を必要としない。しかしながら  

独立の監査人が，もし，ある管理的統制が財務記録の信頼性に重大な意味をも  

つかもしれないと信じるならば，かれはこのような統制の評価の必要性を考慮  

しなけれぼならない。たとえ．ほ，生産，販売，もしくはその他の部門の作成し  
（27）  

た統計的記録は，特別の場合には，評価を必要とす早かもしれない。」   

そこで，内部統制組織の複雑な諸要素を検閲するためには，とられる監査手  

続は単一－－・のものではなく，したがってまた，そこにえられる証拠は．，単一・の性  

格のものでほない。－・般に，証拠の分類ほ．，ある単軸・の特徴に．よって行なうの  

が通常であるので 

の次元で列挙することは困難なように・思われる。すなわら，内部統制組織ほ・，  

それと並んで列挙される他の種類の証拠のいくつかを含むからである。したが  

って，内部統制組織は，接合的証拠であるという点に注意しなければならなぃ○  

4 継続的評価過程としての内部統制組織の検閲  

内部統制組織の評価は，1回限り行なわれるものではなく，監査業務の進行  

田）Ibid．，pp・32－33．   
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過程において継続的紅行なわれる。AICPAの「監査基準および手続」は，こ  

れに二．ついて，つぎのようにのべている。   

「内部統制の信頼性の程度ほ，監査業務の最初のときに．，完全に決定するこ  

とはできない。そこで決定せられた試査の範囲ほ，内部統制組織についての仮  

定に．基づいて決められたものであって，独立監査人が後で試査を行なってみて，  

その仮定が間違っていたことが判明するかもしれない。もしも，後の試査が最  

初の仮定を支持しないような場合に．は，監査計画を修正することが必要紅なる  

であろう。こ．の修正ほ，試査の拡張であることもあり，監査手続の重点または  
（28）  

タイミングの移行であることもある。」   

このように・，内部統制組織の信頗度が，監査業務の進行過程に．おいて，継続  

的に・評価されるものであるとすれば，そこでえられる証拠は，継続的評価の累  

積であるといわなければならないであろう。   

ここで，ぺルべ・ヒ・－トンが，適当な証拠の蒐集および組織紅おいて，推論  

（in董erence）が重要な道具であることを指摘していることに．注意しなければ  

ならない。すなわち，証拠一推論一一枚証（evidence叫－inference岬－  

Verification）のサイクルに・よって，蒐集され，かつ組織されるべき適当な証  
（29）  

拠の選択が導かれる′としてこいる。まず，監査すべき問題に．対して，いくつかの  

証拠を求め，つ 

どうかを検討するために追加的な証拠を求める。このような循環的過程を経る  

ことに・よって，問題に対して：より適切な証拠が蒐集され，かつ組織されるので  

ある。   

内部統制組織の信頼度の検閲においても，このような考え方があてはまるで  

あろう。すなわち，監査業務の最初のときに・行なった内部統制組織の信頼度の  

検閲では，信頼度に・ついて1っの仮定しかえられないものであって，監査業務  

の進行に・つれて，試査が行なわれて∴ さきの推論が検討されて，より正確な内  

部統制組織の信頼度がえられる。それは，内部統制組織の継続的評価によって，   

（28）Ibid，，p．32  

C9）SlW“Peloubet and H．Heaton，OpCit，，p。30．   

OLIVE 香川大学学術情報リポジトリ



舞37巻 第6号  808  －＝ 七山 一一  

証拠が累積され，信頼度を支持するより適切な証拠が蒐集され，かつ鵜織され  

ろからである。   

ここよりまた，重要な結論が導かれなけれほならない。すなわち，さきに，  

内部統制組織の検閲に．おける証拠の結合化職能を説明したときには，会計記録  

の監査に．先立つ第1次的段階を主として．考えたので，財務諸表の表示をいわば  

†ップとすれほ，低い階層の証拠の連鎖に．対する結合化職能を考え易かったの  

であるが，ここ．にいう証拠の累積化をつけ加えて考慮するときは，内部統制組  

織の証拠に対する結合化職能は，則務諸表の表示の適正性に到達する証拠の連  

鎖の全体におよぶものであることが分る。いわば，たてとよこの両方の結合化  

職能をみ訂ことができるのである。  

このような全体的機能に．対しては，若干の反論が予想されるかもしれない。  

すなわち，一一腰的事項の監査，取引記帳の監乱勘走残高の監査に・おいてほ，  

内部統制組織とのつながりほあっても，決算記帳の監査では，そのような関連  

はないと反論するかもしれない。しかし，さきにものべたように，決算記帳の  

監査紅おいても，内部統制組織化．よる結合化職能はある紅しても，それはど歪  

大な局面がないだけであるというのが，われわれの見解である。  

5 内部統制組織の証拠としてのはたらき   

内部統制組織が1つの証拠であるとすれぼ，それは何を立証するのに．役立つ  

のである戸、。これに関してご，AICPAの「監査基垂および手級」は，つぎのよ  

うに．のべてこいる。「独立監査人からみた内部統制組織の機能は，それが誤謬お  

よび不正．が合理的な迅速さで発見されるという保証を与えるので，財務的記録  

の信頼性およ．び誠実性を保証することである。独立監査人の内部統制組織の検  

l硯は，財務諸表の表示の適正性に対する意見の形成に適当な監査手続の決定を  
（30）  

行なうのを助ける。」   

すなわち，信頼できる満足的な内部統制組織の存在によって，会計記録紅不  

（30）AmericanInstitute of Certified public Accountants”Op．、Cit，，p32 
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正および誤謬が存在しないことを予想することができる0 しかし，そうかとい  

って満足的な内部統制組織匿よって，独立監査人の監査が完全に代格されると  

いうちとほできない。独立監査人は，満足的な内部統制組織の存在に・よって，  

会計記録の信頼性を予想することはできても，それをもって監査人の意見とす  

ることは許されない。そこ．でえられた内部統制組織の信頼度は，試査の稲田を  

決定するもの・であるが，さきに．ものべたように．，・それほあくまでも仮説であ  

り，なお継続的な評価を必要とする。したがって二，それほ，試査の範囲の決定  

に対しても，継続的紅影響度与え，内部統制組織の信頼度に対して，より正確  

な予想を可能に・するものである。午のような関係をみるならば，内部統制組織  

の証拠として－のほ．たらきは，財務諸表の表示の適正性を支持する証拠の連鎖に  

対して，通常の証拠が値按的なほたらきをするのと異なり，全体的に・，結合的  

匹・，循環的にかつ累積的なはたらきをするということができる0  

ⅠⅠⅠ職能論における内部統制論の展開   

1監査に．おける職能的関連の理解の重要性   

独立監査人に．よる内部統制組織の検閲を，職能論的に．理解するというのは，  

財務諸表監査の職能と内部統制組織の職能との関連から，その本質を求めよう  

とするものである。たとえば，わが国に．強制監査制度が導入された当初に，内  

部統制組織の整備が強制監査の受入体制として重要であるといった議論が多か  

ったのであるが，このことほ，また，下請監査などの呼び方によってもうかが  

えるように．，外部監査人の職能を分担するものとして，内部統制組織の職能を  

位層づけようとしているのに．他ならない。   

もちろん，このような財務諸表監査の側からの－・方的な理解に対しては，内  

部統制雑織あるいは内部監査が，財務諸表監査から独立した別個の目的をも、つ  

ものとしての存在を強調する反論があったととはいうまでもない。このような  

点を反省することが必要であることほ．いうまでもないが，現に存在し，かつ概  

絶しつつある監査の諸制度を全体的に・眺めるとき，それらが別個の目的をもち，  

かつ独白の発展を辿って■きた制度であるに．せよ，それらの諸制度の間に．は，多   
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くの職能的なつながりとか，相互の依存関係をみることができる。そして，そ  

こに．みられるような職能的関連のあるものほ，正当な法的権限によ．って支持さ  

れておらず，ただ事東関係として存在する紅すぎないものであるに．しても，そ  

のままに．放置しておいてよいかは疑問である。もしも，そこに存在する職能的  

関連が，それらの諸制度を包含する全体からみて，有意義なものであるならば，  

夫々の制度はそ・のような職能的関連を自覚して，各自の職能をよりょく遂行す  

ることが，職能分担者の相互間の茸イ壬であるといわなければならない。   

このような基本的な態度を前提にするならば，財務諸表監査と内部統制粗放  

との職能的関連を究明するこ・とは，無意味なこ阜ではないであろう。財務諸表  

監査も，内部統制組織も，夫々に．与えられた基本目的から各自の職能を遂行し  

ているのであるが，そこ紅存在する職能的関連を無視して自己の職能を遂行す  

れはよいのでほなくて：，職能的関連を自覚することに・よってこそ，ノ夫々の職能  

によりよい結果がえられ，かつ企業に，さらに．は経済社会全体に．よりよい効果  

をもたらすことが期待されるのである。   

2 監査職能の委譲と換閲   

さて，ここでは，このようなアプローチの1っとLて，ぺルべ・ヒートンの  

所説をとりあげることK，する。かれらは，監査の監督と検閲（audit supervi－  
しこiい  

Sion and review）に．ついて，つぎの図を掲げている。  

公認会封士監査  

内 部 濫 査  

内 率 統 制  

（組み込み監査）  

（31）S・W・Peloubet andHhHeaton，OP巾Cit，，P・167・   
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この図に示されたかれらの理解ほ，公認会計士監査および内部監査に・対して，  

内部統制組織も，断片朋監査あるいは自己統制として，組み込み監査（built－  

in－auditing）という1つの監査として，統一・的に理解しようとしていること  

である。したがって，職能的関連ほ，寧つの監査，あるいは・3つの統制の間把 

求められる。すなわち，そこにおける3つのものは．，監査として，あるいは統  

制と、して，基本的に同質のものをもっているわけであるので，この点から考え 

ると，3つの監査の間に．は，職能の委譲関係の存在を主張することができる。  

それ故に．，かれらほ，公認会計士監査が内部監査に自己の職能の1部分を委譲  

し，内部監査は，さらに．，内部統制組織の自己の職能の1部分を委譲するとい  

う，2段階の職務の委譲関係があると説明している。 そこで公認会計士監査  

は，自己の目的を達成するために，その手段として，内部監査紅自己の職能の  

1部分を委譲したので，内部監査を監督し，その委譲した職能の実施を指導し  

なければならない。そのために．，公認会計士監査は．，内部監査の実施した職務  

とか，職務がどのように実施されたかを示す記録を検討しなければならない。  

同じよう紅，内部監査ほ．，自己の職能の1部分を，自己統制として経営組織の  

なかに組み込むことによって：，内部統制組織に委譲したのであるから，内部統  

制組織が委譲した職能を実施するように・，指導やよび監督すべき責任があり；  

そのため紅内部統制組織を換討しなけれほならない。最後に．，内部統制組縛は 

自己統制であるの 

で自己の実施した職能を検討↓，あるいは評価するとと把なる。   

このようなペルベ・ヒートソの見解は，かれらの監査虹対する基本的思考か  

らでできたものである。これ軋ついては，すでに．，別稿で詳論したところであ  
（82）  

るので，ここ／ではその概要を説明す－るにとどめて∴おく。ぺルベ・ヒ－トンは，  

すべての統制においてニ，自己統制が最も好ましいものであるので，自己統制が  

最大限に．生かされるようにすべきであるとしている。監査も，統制の1っであ  

るので，このような根本原理に．したがうことが要求され，会封士あるいは内部  

（32）拙稿，「会計監査とコントロール」，『香川大学経済学部研究年報（2蟻   
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監査人によって行なわれる直接的監査は，できるだけ最少限度にとどめて，自  

己統制の原理を僅かした会計制度のなかへ組み込んだ監査一劇－∴これをかれらほ  

組み込み監査とよぶ一冊を最大限度に．実施サーることを主張する。組み込み監査  

とは，企業内部の従業員によって，通常の業務過程において，行なわれる断片  

的監査である。たとえば，会計係は送り状の正確性を照合し，倉庫係は実際に 

受け入れた品物が間違いないかどうかを検証するが如きである。こ・のよう一に・，  

会計制度のなかに，監査人が行なう監査手続が組み込まれるのである。しかも，  

このような監査手続は，監査人の兼務として行なわれる場合よりも，正規の嘗  

業過程において：従業員紅よって二行なわれた方が，よりよい結果がえられる0そ  

れ故紅，監査手続はできるだけ多く会計制度のなか紅組み込まれる結果に・な  

る。そのような場合に．，監査人が監査を行なうときは，監査人は，会計制度の  

なかに凝み込まれた監査紅ついて：，それらの監査手簡を誰が行ない，かつどれ  
（33）  

はどよく適用されているかを諏べなければならない。   

かれらの説明のように．，内部統制組織を会計制度の内部紅組み込まれた断片  

的監査の体系であると理解するならば，監査業務の委譲という理解を容易にす  

るであろう。   

3 監査職能の委譲と発生論的理解   

ここで会討士の職能の発展に．bいての－・般論をのべておくことが，今後の議  

論に・役立つであろう。私見によれば，会計士職能は，監査職能，サービス職能  

および両者の性質をもつ特別職能紅分けることができる。監査職能は，利害関  

係者目的のいわゆる外部監査と，経営者目的のいわゆる内部監査を含む，批判  

的かつ分析的職能である。これに対して，サ－・ビス職能とほ，記帳代理，税務  

業務，組聯立案業務およびその他の経営者に対して与え．られるサ－ビス業務で  

あり，助言的あるいは建設的性格をもつ職能である。最後の特別職能とは，前  

二者の性格のまじったもので，企業の合併とか破産に㈲する業務のように，特  

（33）S”WnPe1011bet andH，Heaton，Op．Cit”p120．   
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別の目的の．ために・行なわれる業務である。こ．こ．で隠，監査職能とサービス職龍  

についで，発展をみて行・くことにする。   

会計士の職能ほ，企業の発展段階に・伴なって変化してきたということができ  

る0企業規模の拡張ほ・，なによりもまず，資本調達9方法紅よって規制される  

に違いない。それ故に・，まず第1の段階は，企業の満動に必要なすべての資本  

が，企業主個人の資力によってまかなわれる場合である。このような企業に対  

する盛大な利害関係者はぅ資本提供者であり，同時に資本運用者でもある企業  

主だけであり，またかれだけが会計士監査の利用者である。このような企業に．  

ついて行なわれる会計士監査ほ．，利害関係者目的と経営者目的が未分化である  

監査である。それほ，歴史的紅ほ．，従業員の会計上の誤謬および不正の摘発監  

査としてしられるものである。   

つぎの第2の段階は，企業贋本の提供者として，金融機関の役割が重大にな  

ってきた場合である。すなわち！企業規模の拡張のため紅ほ，やがて企業主個  

人の資力でほ．どうしても不十分である段階に到り，そこで他人資本が導入され  

ることになり，企業の重大な利害関係者として，金融観閲ま－たは債権者が加わ  

ってこくる。それ故，利害関係者は2種類のものに分れてくるので，会計士監査  

ほ，夫々の目的に適した監査に分化するこ．とになる。歴史的軋ほ，これほ信用  

監査の出現であり，そ・こで分化した経営者目的の監査ほ，いわゆる内部監査で  

あり，当初ほ会計士が担当して：いたが，やがて二会社内部の従業員の手に．ひきわ  

たされることになったのである。なお，企業の利害関係者の分化が，直ちに．，  

信用監査および内部監査の出現に．給びつくということにほ，若干の疑問がある  

かもしれないが，信用監査の出現ほ，会計士をして，信用監査に．努力を集中せ  

しめるようになれほ，外部目的の米審を重視するようになり，経営者目的の不  

正および誤謬の摘発業務を，内部の従東員に委譲するように．なることほ考えら  

れるし，逆に，企業の側において内部監査を備える傾向が現われれほ，会計士  

も目を外に向けるようになるのは自然であろう。   

さらに，第3嘩階に・なると，より尤大な資本を調達するために，証券市場を  

利用して全国的な資本を集めるように．なる。このような場合には，証券滞場を通   
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じて，社会に広く散在する投資家を柏手とするので，自己騎本といっても社会  

的な性賀が加わり，企業の利害関係省としてこのような投贅家を頚親しなけれ  

ばならなくなり，監査においても，投資家保護のための社会的な監査があらわ  

れる。   

つぎに，内部監査職能の発展をとりあげてみよう。内部監査の発展段階は，  

財産の消極的な保全，財産の積極的な保全および経営能率の増進というような  
（34）  

蛋点の推移が考えられる。さきに．ものべたよう紅，内部監査は，経営者目的の  

職能であったが，当初ほ会討士が担当していたのが，企業の内部組織の充実に 

伴なって，次第に，企業内部の従業員に．よって担当されるように．なったのであ  

る。私見に．よれぼ，経営者目的の職能ほ，本来ほ．，経営者白月の職務紅含まれ 

るものであり，その職務内容の専門化にイ半ない，経営者個人に．よる実施が困難  

に．なったため紅，その職務のスタッフ化として，あるときほ外部の専門家であ  

る会討士が利用され，またあるときほ，会社内部に・監査機関が設けら叫るので  

ある。この意味では，会討士ゐサービス職能も，経営者目的に．含まれるので，  

全く同じょうに．理解される。すなわち，会計帳時の作成業務，税務業務，顆潤い  

立案業務およびその他のマネ－ジメント・サ」－ビスは，すべて：本来は，経営者  

が行なうべき職務であるのは明らかである。ただ，これらの職能に．は，専門的  

知識および技能が必要であるので，会社内部に．その適格者がいなけれほ，外部  

の専門家である会討士を利用するに．すぎない。   

以上を要約すれば，つぎのように．図示するこ．とカミできる。  

部 監 査 職 能利害関係者目的職能  

部 監 査 職 能  

記 帳 代 理 業 務  

税  理  業  務  
組 織 立 案 業 務  

その他の マネージメント・サ－ビス  

経営者目的職能  
会討土職能  

サービス職能  

特別目的職能   特 別 職能  

馴 久保田音二郎著，『近代財務監査』，55へ′67ぺ－ジ。  
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ここで，会封士監査，内部魔査および内部統制組織の間の職能の要談の問題  

に．もどって考察しなけれほならないが，ペルべ・ヒートンの所説でほ，それら  

3つの監査の間に．は，共通の職能の部分が存在するのであるが，その共通の嘘  

能の部分は．，それが最も効果的に遂行されるところにおかれる結果として，現  

在の職能的関連が形成されたものとすれば，それは3つの監査の間の職能の委  

譲に．よって形成されたものとみることができるというのである。それ故に，か  

れらの見解は，決して職能の委譲の発生過程を説明するものではない。もし  

も，∴そのような発生過程を説明しようとするならば，ぺルべ・ヒ・－・トンのよう  

な単純な図に・よっては不可能であり，より復雑な図を必要とするに・違いない。   

発生論的に，職能の委譲関係を考察する場合紅は，まず，職鹿の委譲の出発  

点をどこ匿／求めるかに．ついて明らかに．しておかなければならないであろう。出  

発点というのは，監査行為に－・定の目的を与えることであり，目的を与えられ  

ることに与って，監査行為ほ存在価値をもつことになる。それでは，監査行為  

に・目的を与えるのは誰であるかといえば，それほ監査行為による効果を欲する  

もの，すなわち，監査の利用者である。たとえば，企業主，経営者，債権者，証  

券投資家およびその他の利害関係者があげられるであろう。監査の効果を欲す  

るものほ．，本来的に．は，もしもそれが可能であれば，かれ白身で監査行為を担  

当してもかまわないのである。しかしながら，監査行為が効果的に．実施される  

ことを期待するためにほ，かれがそれを行なうに適した能力および資格を備え  

ることが必要である。それ故に，監査の利用者が監査の担当者として：は適当で  

ない場合が多いであろう。そこで，監査職能の委譲が行なわれるように．なる。  

なお，ここで監査の効果を欲するものは，かれ自身で担く当してもかまわないと  

のべたが，これについては監査人の独立性の問題から，少し説明を必要とする  
（35）  

であろう。監査人の独立性は，第1に・，被監査老からの独立性で，監査の論理  

（35）監査人の独立性についてほ，つぎの拙稿を参照されたい。   

「独立性概念の新観点」，『監査』，昭和37年7月号。   

「監査人の独立性一米国におけるその概念と規制の展開について→【 」，『香川大学   

経塀論叢』，軍35巻第3号。   
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がら，これが必要なことは説諭の余地がない。しかし，節2軋，賢if三査人が，監   

査を欲するものから独立であることが，必要に・なる場合がある。それほ，監査   

を欲するものが，複数の，かつ利害が相矛盾する利害関係者集㌻計であり，かつ   

かれらが同一儀査制度紅依存する場合であって，監査を欲するものが，単数の   

利害関係者集倖lであるか，あるいは復数であっても，利害の相矛盾しない利害   

関係者集団である場合紅は監査人がかれらから独立であるという意味の独立性   

は問題匿はならない。ここで，監査を欲するもの自身が，監査を担当してこもか   

まわないというのは，第1のケ－スに」は，文字通りあてほまり，第2のケ一女   

の場合には，複数の，かつ利害の相矛盾する利害関係者集団の全体が，監査行   

為に．参加する形式がとられるという意味で，あてはまるであろう。もちろん，   

このようなことが，事実において，不可静であることば．いうまでもない。  

監査職能の委譲関係ほ，監査行為に．与えられた目的毎に形成されるであろ   

う。まえ紅ものべたよう紅，監査目的ほ．，利害関係者目的と経営者目的紅分け   

ることができるので，委譲繭係も，また，利害関係者目的の監査職能に関する   

委譲関係と，経営者目的の監査職能に関する委譲関係との，2つの委譲関係の   

形成を理解することができる。利害関係者目的の監査職能に．おいては，各利害   

関係者から専門家としての会討士に委譲されたものと考えられる。また，経営者  

目的の監査職能賢おいてほ・，経営者から内部監査人としての従業員隼委譲され   
，   

たものと考えられる。内部監査から内部統制組織への職能の委譲は，ぺルべ・  

ヒ 

紅組み込んで，従業員紀行なぁせるものと説明している。しかし，発生過程的   

にみるならば，必らずしもこ■のように．－・方的な委譲ではなくて，相互依存的で   

ある。たとえば，企業紅内部牽制組織が設けられていない場合にほ，内部監査   

は従業員の不正および誤謬の摘発を行なうが，企業に内部牽制組織が備え．られ   

るように．なると，内部牽制組織の不十分な簡所の補強に，その職能の重点を移   

すように．なる。また，科学的管理法の発展に伴なって，実際原イ甜乳経営分  

「会計士監査とマネー汐メソト・サーゼスー独立性の問題に関連して一〝」， 
査』，昭和39年8月弓。  
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析，標準原価計算，予鈴統制およびその他の多くの統制手段が考案されて，企  

業の個々の部門に，さらに・は全体にまで適用されるようになると，これらの経  

営管理組織の内部に組み込まれた統制手段が，十分かつ合理的に．機能している  

かどうかを評価するために，内部監査がはたらくよう軋なる。   

このように，発生論的に，監査職能の委譲をみる場合に．は，会計士監査，内  

部監査および内部統制組織の間には，ぺルベ・F一斗ンのような単純な委譲関  

係を描くこことはできない。それは，会計士監査と内部監査および内部統制組  

織とは，基本目的を異紅するので，別々の委譲の系列を形成せねばならないか  

らである。基本目的は，利害関係者目的と経営者目的と紅大別される。・毛・こ  

で，基本的には，別々の委譲系列紅嘱するもめを，2つ合わせてニ，1つの委譲  

系列を形成するのは無理であるが，発生論的紅ではなくて，平面的に現存する  

監査の諸制度を考察すれば，それらの問の職能的関連を，委譲関係として理解  

するのは，必らずしも不可能ではない。  

ととろで，監査職能の関連を委譲関係として理解することによって，どのよ  

うな利益がえられるであろうか。監査職能を委譲関係として理解するというの  

ほ，夫々の監査を独立的職能と考．え．た場合に，それらの間紅共通的に．みられる  

職能をとりあげ，その共通的職能がもっとも基本的，かつもっとも効果的に実  

施されるところを決定し，その職能の委譲関係を理解する。し牢がっ、て，他の  

● 監査からは，その共通的職能は，委譲されたものとして除去され，その代りに 

委譲した職能の検閲という仕事が加えられることに．なる。このように理解すれ  

ば，8つの監査ほ，夫々が独立のものではなくて，相互依存関係に．あると考え  

ることができる。   

このような理解の大きな長所の第1ほ，監査職能の本質を統一朋に．説明でき  

る点にある。第2咋．，相互の職能的関連を搬調すること．によって，合理的な依  

存関係が形成される。筒3に，個々の監査職能が，全体の中匿おいて果す白L  

の役割を自覚することによって，他の監査に大きな貢献をなすことができる。  

第4に，夫々の監査職能がもっとも効果的に実施される場所が明確になる。第  

5に．，自己統制の原理の適用がより広く適用されるようになる。第6に，内部   
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統制組織の検蘭の論拠が明確になる。  

4 委譲理論についての若干の問題点   

（1）監査の基本目的と対象   

まえにものべたように，財務諸表監査の基本目的は利害関係者目的であり，  

内部監査および内部統制組織の基本目的ほ経営者目的であり，それらほ基本目  

的を輿軋するので，夫々が別々の対象をもつのは当然といわねばならないqし  

たがって，ぺルべ・ヒートソの図とは，若干異なったものになるであろう。す  

なわち，つぎのような図が描かれる。   

ぺルべ・ヒーートンの描いた図は．，上図に．おける財務諸表監査の部分のみをと  

りだして，・内部監査および内部統制組織との関係を表示したものであることが  

分るのであろう。   

もしも，監査の対象を質的た区分するならば，企業経営についての情報と実  

体とに分けることができる＼。財務諸表監査ほ，経営者の公表する財務諸表が，  

企業の経営成績および財政状態を，－・般に・認められた企業会計原則にレたがっ  

て適正に表示しているかどうかについて，専門的意見を表明するものであり，  

いわば情報の監査ということができ，企業経営の実体の合理性および能率性を  

一塩査しようとしているものでほない。こ．れに．対して，内部監査および内部統制  

組織の職能は．，単に，経営者の必要とする情報の信頼性の確保ほかりではな  

く，経営管理の合理性および能率性をも検討しようとして－いるものであるの  

で，企業経営に関する情報および実体の監査であるというこ．とができる。した   
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がって，そこにおいて職能の委譲関係として理解することができるのは，情報  

の監査においてだけである。実体の監査において－は，このような関係をみるこ  

とはできない。と∨、うのは，利害関係者目的の企業経営の実体の監査は，まだ  

制度化されていないからである。   

なお，現在，－・部の論者において，ノ企業経営の実体の監査が，社会監査（so－  

cialaudit）として構想されている。社会監査につい七は，すで紅，別稿で論  
（36）  

じたところであるが，こ．れほ．企業の大規模化において，経営者の社会的責任が重  

大になり，そのために，社会の利害関係者のために，企業が適正な経営方針を  

とっているかどうかを監査する制度であり，た与えは，企業の価格，賃金，研  

究開発，広告，公共関係，人間関係，地域社会関係および雇用の安定などについ  

ての経営方針に対して，第三者的かつ公平な評価を行なって，その結果を利害  

関係者虹報曽する。このような社会監査が，もしも，制度化されるならば，利  

害関係者目的の監査も，企業経営に関する情報と実体とを含む，いわば企業経  

営に．関する全面的監査が行なわれることに．なる。このよ．うな全面的な企業経営  

監査を想定するならば，ペルべ・ヒ－トンのような監査職能の委譲の図が，よ  

りよく適合するようになるであろう。   

（2）権限および責任   

第2の大きな問題は，監査職能の委譲論が，その職能に伴なう権限および責  

任について明確な説明をしていないということである。というよりも，現実の  

監査の諸制度の間に．ほ，公式的に職能の委譲手続がとられているわけではない  

ので，委譲に伴なって生じた権限および責任の問題ほ明らか紅されていないの  

である。一・般的にいえ．ほ，職能の委譲者は，その職能を委譲すべき権限をも  

ち，委譲に．よって被委譲者に対して，その職能の遂行を監督する権限をもつの  

であり，それに対して職能を委譲されたものは，それを遂行すべき責任を負う  

ことになる。ところが，財務諸表堅監査において，会計士が，内部監こ二乱人に対し  

て，その職能の1部を委譲する手続を公式的にとっでいるわけでもなく，全音l  

（36）拙柄，「社会監査の構想とその問題性」，『監査』1964年5月弓，pp67～72・   
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士が，内部監査人に参る仕事を強制することもできない。また，内部監査人も  

財務諸表監査に役立つ仕事をすることを，自分の責任であると考えているわけ  

でもない。ただ，そこでは，協同監査として，お互に，他のものが行なった仕  

事を利用するという意味で，職能の調整が行なわれているの紅すぎない。   

それ敵に，監査職能の委譲論の弱点ほ，諸監査の職能の関連を，委譲によっ  

て説明しているけれども，委譲に．通常伴なう権限および着任を説明できないと  

いうこと紅ある。それほまた，権限および貴任という強力な支持をもたないと  

いうことでもある。すなわち，委譲した職能の適正な遂行を確保するために  

は，その仕事の実施を指導し，監督し，かつ強制す卑権限が必要であり，また  

被委譲者が委譲された職能の遂行の責任を自覚する一ことが必要である。ところ  

が現実には，このような職能の委誠に．関する法的な権限および穿任に関する規  

定は何もない。   

それでは，このような委譲理論は全く，無意味であるかといえほ，われわれ  

はそうは考えない。なるはど，法的な権限および責任に．ついて何らめ規定は．な  

い。しかし，ぺルベ・ヒートンの所説が，事実的な存在関係の上に成立するよ  

うに，権限および資任についても，同じように考え．なけれほならない。すなわ  

ち，現に存在する，企業に．関する諸監査制度の職能の全体的関連を，夫々の監  

査担当者が理解するならば，夫々，自己の職能と他の職能的関連を自覚し，自  

己の全体に対する役割を果すことを茸任と感じる年季るであろう。これは，道  

徳的な責任とよはれるかもしれないが，われわれは，むしろ職能的着任とよび  

たい。このような職能的着任の自覚および遂行によって，全体としての企業，  

さらにほ経済社会が合理的，かつ円滑に道営されるものといわなければならな  

い。こ．のような理解に．立つならば，監査職能の要談理論も，十分な支持をえる  

ことができるセあろう。  

むすび  

財務諸表監査においてほ，企業の内部統制組織紅依存し，試査の範囲を決定  

するために，内部統制組織を検慨しなけれはならない。監査磯能の委譲理論 
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財務諸表監査の内部統制組織軋対する依存が，どのような職能的関連から生じ  

るかを説明するものである。これに．対して，監査の証拠理論は，内部統制組織  

に依存する試査紅よる財務諸表監査が，どのようにして意見形成に必要な合理  

的証拠を集めることができるかを説明するものである。このように，財務諸表  

監査における内部統制論は，職能論と証拠論との2つによって，より・十分な論  

拠を与えられるということができる。   
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